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長時間労働解消やワークライフバランスの促進を！

10月は年次有給休暇取得の促進期間です！

厚労省は、10月を年次有給休暇（年休）取得促進期間と

位置づけ、年休を取得しやすい環境整備をすすめています。

こうした背景には、脳・心疾患や精神傷害等の労働災害が

増加傾向にあり、長時間・過重労働など過酷な労働環境にあ

ることから、時間外労働の上限規制や事業主に年休付与の義

務を課すなどの労働基準法を改正し、労働者の健康保持やワ

ークライフバランス推進など働き方改革をすすめる必要性

がありました。このような経緯もあって、2019年の年休取

得率は56.3％と過去最高とはなったものの、50％をわずか

に超えただけで、依然として低い取得率に止まっています。

右上のグラフ（令和2年度「仕事と生活

の調和」の実現及び特別な休暇制度の普及

促進に関する意識調査）では、年休取得に

ついて、「ためらいを感じる」13.3％、

「ややためらいを感じる」39.4％を合わ

せると、半数以上が年休を取ることに対し

てためらいを感じています。ためらいを感

じる理由としては、「みんなに迷惑がかか

る」66.8％、「後で多忙になるから」48.

8％、「職場の雰囲気で取得しずらい」24.6％で、年休取得は権利であるにもかかわらず、周囲への気づか

いや遠慮などが先に立つようです。また、休むことで後に仕事がたまったりして、むしろ多忙なると感じ

て、年休を取ることに消極的になっている様子もうかがえます。

年休は半年間継続して勤務している労働者が全労働日の8割以上出勤している場合に10日間の年休を取

得でき、勤務年数によって順次最大20日まで取得できる労働者の権利です。

年休取得がすすまない状況にあって、労働基準法の改正で2019年4月より、使用者は法定の年休日数が

10日以上のすべての労働者に対して、毎年5日間の年休を確実に取得させなければならないことを義務付

けました。取得を確実にする方法として、「使用者による時期指定」、「労働者自らの請求・取得」、「年休の

計画的付与制度による取得」のいずれかの方法がありますが、労働者が年休を5日取得した段階で、使用者

の時期指定はなくなります。

使用者の一方的な年休の時期指定とならないよう、労働者の意見を尊重して、時期を指定するとしてい

ますが、本来、年次有給休暇制度は、労働者本人の時期指定が大前提で、使用者の時季変更は抑制されな

ければならないものであって、いくら使用者に年休付与を義務づけたとしても違和感があります。しかし、
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長時間労働や過重労働等を解消し、ワークライフバランスを促進する方法として年休の確実な取得は必要

なことであり、労働者の権利として周囲や職場に気兼ねなく自由に年休を取得し、完全消化するのが当た

り前の職場、これが社会一般的な考えとなるよう、労働者自らが積極的、意識的に請求・取得していくこ

とが大切と考えます。

10月が年休取得促進期間に位置づけられ、意識化を図ることは必要なことですが、年間を通して年休取

得の取り組みを強化していくことが重要です。

日本人の睡眠時間は世界最短！

心身の健康には、良質な睡眠時間が必要！

休日出勤や時間外労働など、年休も取得できないような長

時間労働では睡眠不足が常態化します。WHOーILOの長時間

労働の定義は週５５時間以上の労働となっており、日本が長

時間労働として設定している脳・心疾患の認定基準の２～６

ヶ月間の月平均８０時間以上より、かなり短い時間となって

います。長時間労働や過重な労働が健康被害や労働災害を誘

発していることは勿論ですが、十分な睡眠時間が確保ができ

ないことが様々な疾病の発症と関係しているとがわかってき

ています。したがって、健康被害を出さないためには睡眠時

間の確保が重要な課題となります。

厚労省が示す睡眠時間は、10歳代で８～10時間、成人以

降50歳代までは6.5～7.5時間、60歳代以上で平均6時間弱

と大きく括り、個人差があるとしています。また、睡眠時間が長すぎても健康被害が高まり、7時間程度が

リスクが低いとのデータもありますが、右表は推奨される睡眠時間の一応の目安として掲載します。

厚労省の2019年「国民健康・栄養調査」では、日本人の

約4割が睡眠時間は6時間未満で、さらに5人に1人は「睡眠

の質に満足していない」と回答しています。特に男性の30

～50代、女性の40～50代で4割を超え、中でも女性労働

者の睡眠時間はOECDを対象とした調査でも最も短く、女

性の睡眠時間が男性よりも多いのは日本だけとなっていま

す。食事や入浴、身の回りの用事、通勤など生活に必要な時

間は1日あたり5.3時間あるとされ、過労死認定基準の月80

時間を超える時間外勤務があった場合には6時間の睡眠は

確保できなくなります。また、月100時間以上の時間外勤

務であれば、5時間の睡眠は取れない状況になり、推奨され

る睡眠時間とはほど遠いものとなります。

ヒトの体には、体温の調節やホルモンの分泌、自律神経の働きを調整する機能があって、朝明るくなる

と起きて活動し、夜暗くなると眠り休息するという概日リズムが備わっています。これを操作しているの

が体内時計で、朝の光によってリセットされます。しかし、長時間労働等によって十分な睡眠が確保でき

なくなると、この概日リズムが崩れて、睡眠の役割が機能しなくなります。

睡眠の役割は、上図に示すように、①脳の疲れをとり、記憶の整理をする、②傷ついた細胞を修復し、

体の成長を促す、③体の疲れをとり、回復を促すという、3つの機能があります。私たちヒトの体は、日中
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の活動によって、体の細胞などが傷つき、

老廃物などが出ています。睡眠は、傷つい

た細胞がそのままの状態になっていたり、

たまった老廃物でさらに細胞が傷ついた

りしないよう、体の回復や成長、メンテナ

ンスなどの働きをしています。また、情報

や記憶の整理などにも深く関わっていま

す。「寝る子は育つ」とよくいわれますが、これは寝ているときに分泌される成長ホルモンが作用している

という、子ども期における睡眠の大切さをあらわした言葉です。大人にとっても成長ホルモンは細胞を修

復し、臓器や組織の健康の維持や皮膚の健康を整えたりするなど、疲労回復や健康維持に重要な役割を果

たしています。成長ホルモンは、睡眠時間の初めの３時間くらいの間に全体の８割程度が分泌され、睡眠

時間の前半で細胞のメンテナンスが行われます。睡眠時間の後半は、体験や経験を脳に記憶として定着さ

せる時間帯となっていて、睡眠時間が短いと記憶の定着度が低いという研究結果があることからも、記憶

や思考、判断には十分な睡眠の確保が必要なことがわかります。

したがって、睡眠不足になると、記憶力や判断力、思考力の低下など脳機能が低下し、集中力が欠け、

ケアレスミスの増加など作業効率も低下し、仕事に影響していきます。この他にも、もの忘れが増える、

怒りっぽくなる、悲観的になるなど、日常的な不具合が現れてきます。これが常態化していくと、免疫機

能の衰え、糖尿病、高血圧症、がん、肥満、うつ、認知症になりや

すくなるなど、身体や心への影響も大きくなることが知られていま

す。新型コロナウイルス感染症の拡大で、在宅勤務などテレワーク

が多くなり、「労働時間が延びた」「外に出ずに勤務した」「パソコ

ンにずっと向かっていた」「夜型になった」など、体内時計をリセ

ットする朝の光を浴びず、夜遅くまでパソコン等のブルーライトを

受けることで、概日リズムが乱れ、睡眠不足につながることも想定

されます。また、自然災害などクライシス（危機状況）が起きた時

に睡眠障害に悩む人が増えることが知られており、コロナ禍でも感

染不安の他、経済的不安や生活不安などで不眠になる場合も考えら

れることから、良質な睡眠をいかにとるかが重要です。

良い睡眠の条件として、上図に示したように睡眠の量や質が問題

で、①十分な睡眠時間をとること、②規則正しく生活すること、③

リラックスして安定した眠りにすること、の3つがあります。具体

的には、右表のような行動をお薦めします。

10月10日は転倒防止の日！

転倒災害は死傷災害全体の4分の１！

10日10日は、「転倒防止の日」でした。これは日本転倒予防学会

が制定したもので、厚労省と消費者庁は学会と協力して「転倒予防の

日」を契機に、転倒予防の呼びかけをすすめるとしています。

2020年の職場での転倒災害は、約3万件あり、休業4日以上の死

傷者数全体の25％、4分の１を占めています。また、2021年9月の

労働災害速報値では、既に19,397件の転倒災害が発生し、前年同期

比15,6％増となるなど、右グラフに示すように年々増加傾向となっ

ています。転倒災害については、軽症に見られがちですが、休業1ヶ

良質な睡眠をとるために

①規則正しい生活をする

②朝起きたら日光を浴び、体内時

計をリセットする。

③朝食をしっかりとる

④休憩時間は、できれば15分程度

の睡眠をとるようにする。

⑤定期的に激しくない運動をする。

寝る前の激しい運動は避ける。

⑥スマホやパソコンは早めに切り、

ブルーライトを浴びない。

⑦入浴は、就寝2時間ほど前に温め

のお湯にする。

⑧夜間は照明を落とし、睡眠の準

備をする。
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月以上が約6割と重症化率も高くなっています。また、転倒災害は女性が約6割、50代以上が約7割と、高

齢労働者の増加にともない、高齢者や女性の増加が顕著になっています。業種としては、小売業や飲食店、

社会福祉施設等で多く発生しています。特に小売業の食品スーパーや総合スーパー等では従業員の男女構

成比も影響しているかも知れませんが、転倒の9割は女性で、発生場所は店舗内やバックヤードで多く、6

割～7割を占めています。コンビニやドラッグストアーでは店舗内の他、レジカウンターでの転倒も多いよ

うです。

北海道における2020年の転倒災害は、休業4日以上の死傷者

数7,735件のうち2,002件で全体の4分の1を占め、転倒災害は

全国と同様の割合となっています。

右グラフは、北海道の過去5年間の転倒災害を累計して月毎に

比較したものですが、東北や北陸同様、地域特有の気候状況か

ら、厳冬期の12月～3月に転倒災害が多発しています。冬期間

はどうしても転倒災害を誘発しやすい条件や場面が増えます

が、転倒災害は、時期や場所を問わず、いつでもどこでも起き

る可能性があることから、転倒につながる物理的な危険因子を

排し、常に転倒防止対策を意識化することが事故の回避につな

がると考えます。

転倒災害は、①床や路面での滑り、②段差でのつまずき、③階段からの踏み外

し、の大きく3種類に分けられるますが、どうすれば転倒災害を防止できるの

か、転倒災害が起きる場面や状況から具体策を考えてみます。転倒するときは、

床のぬれや段差、足元の障害等が見えなかったり、慌てていて周囲に気付かない

ときに起こりやすいと考えると、

職場の転倒防止対策としては、①整理・整頓して、歩く場所に物を置かな

いなど通路を広く確保する、②きれいに清掃し、水、油、粉類等の床面の汚れは

取り除き、水などをこぼした時には直ちに拭きとるようにする、③足元が見えな

いなど物につまずかないような適度な明るさを確保する、

④転倒しやすい箇所にステッカーやポスターを掲示して

危険箇所の見える化を図り、注意をうながす、⑤床面の状

況や作業に応じて適した滑らない靴をはく、⑥床面の凹凸

や段差等はスロープにするなど解消してつまずかないよ

うにする、⑦階段は手摺り等を付けて踏み外しがないよう

にする、⑧危険マップ等を作成して、職場で転倒の危険性

がある場所の情報について共有する、⑩階段を使うなど日

頃から筋力アップを心がけたり、運動をする、などが考え

られます。

ただちに対応できるもの、予算や作業をともない時間が

かかるものなどもありますが、自分自身の注意不足を含

め、あらゆるところで転倒の危険性があることから、職場

で改善できるものは早急に行っていきたいものです。

右表は転倒防止のチェック項目です。自身や職場で取り

組めているかどうか、見つめ直してみましょう。


